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推計方法及び前提等について 
（一般病床及び療養病床に係る2025年の医療機能別必要病床数の推計） 

○ 本推計の主な方法及び前提等は、以下のとおり。 
  ・ 2013年度（平成25年度）１年分のＮＤＢのレセプトデータ及びＤＰＣデータ等を使用。 
 
  【高度急性期・急性期・回復期の境界点】 
  ・ 高度急性期と急性期の境界点（Ｃ１）は、医療資源投入量（※１）で3,000点。 
   ※１ 患者に対して行われた診療行為を１日当たりの診療報酬の出来高点数（入院基本料相当分及びリハビリテーション 
      料の一部を除く。）で換算した値。 

 
  ・ 急性期と回復期の境界点（Ｃ２）は、医療資源投入量で600点。 
 
  ・ 回復期と在宅医療等の境界点（Ｃ３）は、医療資源投入量で225点（在宅復帰に向けた調整を要する 
   幅を見込み、175点で区分(※２）。）。回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する患者数（一 
   般病床・療養病床）を加算。 
   ※２ 医療資源投入量が175点未満の医療を受ける入院患者であっても、リハビリテーションを受ける入院患者（回復期 
      リハビリテーション病棟入院料を算定する者を除く。）であってリハビリテーション料を含んだ医療資源投入量が 
      175点以上となる医療を受けている場合は、回復期に分類。 

医療機能別病床の推計方法 
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  【慢性期(パターンＡ・パターンＢ・パターンＣ）】 
  ・ パターンＡ：全ての二次医療圏の療養病床の入院受療率（※３）を全国最小値（県単位）にまで低下 
          するとして、推計。 
    ※３ 療養病床の入院患者のうち医療区分１の患者の70％に相当する者及び回復期リハビリテーション病棟入院料を 
       算定する者を除く。以下同じ。 

 
  ・ パターンＢ：全ての二次医療圏において療養病床の入院受療率と全国最小値（県単位）との差を一定 
          割合（全国最大値（県単位）が全国中央値（県単位）にまで低下する割合）解消すると 
          して、推計。 
 
  ・ パターンＣ：要件（※４）に該当する全ての二次医療圏は、パターンＢの目標入院受療率の達成年次 
          を2030年（平成42年）とし、2025年（平成37年）においては、2030年から比例 
          的に逆算した入院受療率まで低下するとし、その他の二次医療圏は、2025年までにパ 
          ターンＢの目標入院受療率まで低下するとして、推計。 
    ※４ パターンＢにより入院受療率の目標を定めた場合における当該二次医療圏の慢性期病床の減少率が全国中央値よ    
       りも大きいこと、かつ、当該二次医療圏の高齢者単身世帯割合が全国平均よりも大きいこと。 
 

  ・ なお、一般病床の障害者数・難病患者数（障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院料及び特殊疾 
   患入院医療管理料を算定している患者数）を慢性期として加算。 
 
  【将来、介護施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等で追加的に対応する患者数】 
  ・ ４つの医療機能に分類されない医療資源投入量が175点未満の一般病床の患者数（※５）、療養病床 
   の入院患者のうち医療区分１の70％に相当する患者数及び療養病床の入院受療率の地域差解消分（パ 
   ターンＡ～Ｃ）に相当する患者数の合計。 
     ※５ 医療資源投入量が175点未満の医療を受ける入院患者であっても、リハビリテーションを受ける入院患者で  
       あってリハビリテーション料を含んだ医療資源投入量が175点以上となる医療を受けている場合は、回復期に分 
       類されるため、除かれる。 

医療機能別病床の推計方法 
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  【医療機関所在地ベース・患者住所地ベース（都道府県別推計）】 
      ・  医療機関所在地ベース：患者の流出入が現状のまま継続するものとして、一定の仮定を置いて推計。 
      ・  患者住所地ベース：患者の流出入がなく、入院が必要な全ての患者は住所地の二次医療圏の医療機関 
        の病床に入院するものとして、一定の仮定を置いて推計。 
 
    【病床稼働率】 
      ・  病床稼働率は、高度急性期:75％、急性期:78％、回復期:90％、慢性期:92％と設定。 
 
    【性・年齢階級別人口】 
      ・  2025年（平成37年）の性・年齢階級別人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来 
        推計人口（平成25年（2013年）３月推計）」を使用。 

医療機能別病床の推計方法 
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 （本推計について） 
○ 地域医療構想の策定に向けた議論を行う基礎となるも 
   のとして、国から提供されたデータを基に、厚生労働 
   省令で定められた算定式により、道内の二次医療圏ご 
   とに2025年において必要となる医療の規模（病床数） 
   の推計を実施。 
 
 
○ 本推計は、現在患者に行われている医療行為の量を元 
   に、少子高齢化や地域ごとの人口の増減といった人口 
   構造の変化や、慢性疾患の増加といった疾病構造の変 
   化を踏まえ、今後、どのような種類の医療（高度急性 
   期、急性期、回復期、慢性期等）が、どの程度必要か 
   という「医療の需要」「患者の数」を推計したもの。 
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○ また、この推計に基づき、病床を強制的に削減していく 
   という趣旨のものではなく、昨年10月から開始されてい 
   る「病床機能報告制度」による情報などの様々なデータ 
   とともに、各地域における医療の状況を把握し、今後、 
   全道、道内各地で地域医療構想の策定に向けて議論を行 
   う基礎となるもの。 
 
   ・高度急性期、急性期、回復期に関する医療需要につい 
     ては、現在の患者に行われている医療行為の量（医療 
     資源投入量）に基づき、2025年の性・年齢階級別人口 
     を用いて、機能ごとに分類して推計。 
   ・慢性期の医療需要については、現行の療養病床以外で 
     も対応可能な患者は、将来的には、介護施設や高齢者 
     住宅を含めた在宅医療等で対応していく想定に立つと 
     ともに、入院受療率に地域差があることから、その地 
     域差を縮小していくこととして推計。 

必要病床数の推計結果 
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○ この推計における人口構造の変化は、現時点で直近の推 
   計である国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別 
   将来推計人口（平成25年(2013年）３月中位推計）」を用 
   いて全国統一的に行われており、推計については、今後 
   の人口構造の変化等も踏まえながら見直しが行われると 
   想定。 
 
 
 

必要病床数の推計結果 



・青色は、医療需要。  
・黄色は、病床稼働率で割り戻して算定した必要病床数。 
  （病床稼働率：高度急性期７５％、急性期７８％、回復期９０％、慢性期９２％） 
・慢性期 パターンＣを選択できる。 
・赤枠は、北海道が採用するミックス型（医療機関所在地ベース＋患者住所地ベース） 
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西胆振の必要病床数（元推計値） 
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西胆振の医療需要の推計結果 



西胆振の許可病床数と2025年必要病床数 
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西胆振の許可病床数と2025年必要病床数 
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施設等の状況 
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西胆振市町別必要病床数 
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・慢性期は、各市町毎に示されたパターンＡの推計値を基に、保健所においてＢ，Ｃを算出した。 



西胆振市町別必要病床数 
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西胆振疾病別充足率 
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西胆振疾病別充足率 
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西胆振疾病別充足率 
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西胆振疾病別充足率 
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西胆振疾病別充足率 
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施設等の状況 
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